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はじめに

現在の日本における人口減少・超高齢化、都市圏への人口集中は非常に大きな問題となっており、地方創

生は国の大きな課題である。その課題解決にコミュニティ・スクールが一つの鍵を握っている。なぜなら、

コミュニティ・スクールの取組は、地域の人々の参画による学校支援活動や学校関係者評価などに加え、地

域の人々を対象とした講座の開催や児童生徒ともに大人が活動する場所が提供されるなど、学校を核とし

た地域づくりの取組に結びついていることが成果として報告されているためである（１）。こうしたことから、

平成30年６月に閣議決定された「第３期教育振興基本計画」（平成30年度～平成34年度）においても、教育

政策の目標「（６）家庭・地域の教育力の向上、学校との連携・協働の推進」に位置づけられ「地域住民や

保護者等が学校運営に参画する仕組みである学校運営協議会制度を全ての公立学校において導入することを

目指し，各地域における推進を担う人材の確保・育成等を通

じて，コミュニティ・スクールの導入の促進及び運営の充実

を図る。」としている。

このような動きは、コミュニティ・スクールを導入した学

校数の増加にみることができる（図１）。平成26年４月１日

時点では、1,919校（幼稚園・小学校・中学校・高等学校・

特別支援学校）であったコミュニティ・スクールは、平成30

年４月１日時点で5,432校（幼稚園・小学校・中学校・義務

教育学校・中等教育学校・高等学校・特別支援学校）と増加

しており、今後もその傾向は続いていくものと思われる。

本稿では、こうしたコミュニティ・スクールの指定にとも

ない、どのような教育効果が生じるかについて、教員を対象

に実施した質問紙調査から検討を進めていきたい。

１．調査の概要

本調査は、平成28年度文部科学省指定事業である「学校の総合マネジメント力の強化に関する調査研究　

Ｂ地域との協働による支援事業」（「コミュニティ・スクールにおける学力向上・学習意欲向上や生徒指導

上の課題解決、地域連携の取組の組織化などにおける成果検証にかかる調査研究」）において実施したもの

である。この調査では、平成28年９月～11月にかけて山口県下の小学校267校、中学校125校の校長、教頭・

図１　コミュニティ・スクール導入状況
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教職員（養護教諭、栄養教諭・学校栄養職員、学校事務職員は別様）に対して質問紙調査を実施した。

本稿では、この調査のうち山口県下の小学校教諭（助教諭）4,104名、中学校教諭（助教諭を含む）2,587

名、計6,691名を対象に実施した質問紙調査について考察するものである。

１－１　質問項目

まず、フェイスシートには、①職種、②年齢、③教職経験年数、④勤務校の在籍年数、⑤勤務校のコミュ

ニティ・スクール指定期間を尋ねた。次に、質問紙は、山口県教育委員会が示しているコミュニティ・ス

クールの三つの機能「学校運営（学校運営の質の向上）」、「学校支援（学校教育の質の向上）」、「地域

貢献（学校を核とした人づくり・地域づくり）」を大項目として構成し、それぞれに中項目を設けた（表

１）。

表１　各質問の構成と回答方式

２．調査の結果

２－１　尺度の数値化

4,587名（68.6％）から回答があり、無記入等の欠損値のあるものを除いた3,900名（58.3％）を有効回答

とした。質問項目について、「まったくあてはまらない」を１点、「あまりあてはまらない」を２点、「や

やあてはまる」を３点、「あてはまる」を４点として計算した（質問項目６（15）は逆転項目のため調整）。

２－２　項目の精選と因子構造の検討

まず、天井効果とフロア効果を確認するために、各質問項目の平均と標準偏差を算出した（表２）。その

結果、問６（14）、問７（７）、問７（19）において天井効果（平均値＋標準偏差≧4.00）がみられ、問７

（６）においてフロア効果（平均値－標準偏差≦1.00）が見られたため、この４項目は以降の分析から除外

した。

次に、残りの60項目に対して、因子分析（最尤法、Promax回転）を行った。因子数は、固有値の落差、因

子の解釈可能性を考慮して５因子が妥当であると判断した。また、因子負荷量の絶対値が.04未満の項目

は削除し、再度因子分析を行った。その結果、問６（１）、問６（２）、問６（３）、問６（７）、問６

（11）、問６（12）、問６（15）、問６（20）、問７（１）、問７（３）、問７（５）、問７（10）、問７

（13）、問７（14）、問７（19）、問７（20）、問７（23）、問８（１）、問８（２）、問８（３）、問８

（９）、問８（14）、問８（15）、問８（16）の25項目が削除された。さらに、これらの項目を除いて同様

の因子分析を行った結果、問６（４）、問６（５）、問６（６）、問７（２）、問７（４）、問８（13）の

６項目が削除され、最終的に25項目５因子構造を得た。各因子の質問項目の内容を概観し、第Ⅰ因子は「学

校運営協議会の機能」、第Ⅱ因子は「児童・生徒の非認知能力」、第Ⅲ因子は「教員の地域連携・協働意

識」、第Ⅳ因子は「児童・生徒の学力」、第Ⅴ因子は「児童・生徒の規範意識」と名付けた。なお、下位尺

度の信頼性を検討するために、因子ごとにCronbachのα係数を算出したところ、α=.75～.88であることか

ら下位尺度の内的整合性は高いと判断した。因子分析結果、及び各因子の記述統計量とα係数を表３に示す。

大項目 中項目 質問項目（小項目） 回答方式

学校運営 広報 ６(１)～(２) ４件法により回答

小中連携 ６(３)～(６) ４件法により回答

学力 ６(７)～(11) ４件法により回答

教職員の意識 ６(12)～(15)、７(23)、８(15)～(16) ４件法により回答

学校運営協議会 ６(16)～(20) ４件法により回答

学校支援 地域・保護者の協力 ６(21)、７(１)～(３) ４件法により回答

学習支援 ７(４)～(10) ４件法により回答

社会性 ７(11)～(22) ４件法により回答

地域貢献 地域への関心 ８(１)～(６) ４件法により回答

地域の変化 ８(７)～(14) ４件法により回答
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表２　各質問項目の平均評定測定値（Ｍ）及び標準偏差（ＳＤ）
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表３　因子分析結果（平均値（Ｍ）,標準偏差（ＳＤ）,α係数）

相関係数は ≦.01で有意
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３．結果の分析・考察

この調査は、管理職ではない教員を対象とした調査である。多くは学級担任であり、児童・生徒や保護者、

地域住民と日常的に関わっている。したがって、この質問紙調査は、教員の視点からみたコミュニティ・ス

クールの取組による児童・生徒への影響や保護者・地域住民への影響を測ることができると考える。以降は、

コミュニティ・スクールの導入期間（コミュニティ・スクールに指定されてから平成28年度末までの期間、

以下CS期間）ごとに分析・考察を行っていく。

３－１　学校運営協議会機能

この因子は、10の質問項目から構成されている。それぞれの項目をみると、学校運営協議会があることに

よって教員や保護者、地域への影響が生じると考えられるため、学校運営協議会が果たした機能としてとら

え「学校運営協議会機能」と名付ける。

「学校運営協議会機能」においては、CS期間の主効果が有意であった（F（9，3890）＝9.40，P＜.001）。

この因子におけるCS期間ごとの平均値を表４に、グラフを図２に示す。また、Bonferroniによる多重比較の

結果を表５に示す。

８年目と９年目の平均値は、１～６年目の平均値と有意に差がある（有意水準 .05）。得点のグラフを見

ても、最小値が２年目、最大値が８年目と９年目であることから、相対的にCS期間が長くなると得点が上が

る傾向にあるといえる。しかしCS期間が10年以上では平均値が下がり、他の期間と有意差が見られなくなっ

ている。

表５　CS期間における学校運営協議会機能の平均値の有意確率

表４　学校運営協議会機能とCS期間

図２　学校運営協議会機能とCS期間
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３－２　児童・生徒の非認知能力

この因子は、６の質問項目から構成されている。それぞれの項目をみると、児童・生徒の「優しさ」「思

いやり」「いじめを許さない」など非認知能力といわれるものが多いため、この因子を「児童・生徒の非認

知能力」と名付ける。

「児童・生徒の非認知能力」においては、CS期間の主効果が有意であった（F（9，3890）＝4.48，P

＜.001）。この因子におけるCS期間ごとの平均値を表６に、グラフを図３に示す。また、Bonferroniによる

多重比較の結果を表６に示す。

１年目に比べて平均値が有意に高くなっている。また、最小値である４年目の平均値と９年目の平均値に

は有意に差がみられる（有意水準 .05）。８年目が最大値であり、CS期間が長いほうが値は高くなっている

が、10年以上では８、９年目との有意差はみられないものの平均値は下がっており、最小値である４年目と

も有意な差がみられなくなっている。

表７　非認知能力におけるCS期間ごとの平均値の有意確率

３－３　教員の地域連携・協働意識

この因子は、４の質問項目から構成されている。それぞれの項目をみると、教員自身の地域連携・協働の

意識を問うものであるため、「教員の地域連携・協働意識」と名付ける。

「教員の地域連携・協働意識」においては、CS期間の主効果が有意であった（F（9，3890）＝4.85，P

＜.001）。この因子におけるCS期間ごとの平均値を表８に、グラフを図３に示す。また、Bonferroniによる

多重比較の結果を表９に示す。

８年目の平均値は、１年目、４年目の平均値よりも有意に高く、４年目の平均値は、３年目、７年目、８

表６　非認知的能力とCS期間

図３　非認知的能力とCS期間
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年目、９年目の平均値よりも有意に低い（有意水準 .05）。概ね、CS期間が長いほうが平均値が高くなる傾

向にあるが、10年以上では平均値が下がり、最小値である４年目と有意な差は見られない。

表９　地域連携・協働意識におけるCS期間ごとの平均値の有意確率

３－４　児童・生徒の学力

この因子は、３の質問項目から構成されている。それぞれの項目をみると、児童・生徒の基礎学力、活用

する力、学習意欲を問うものであるため、「児童・生徒の学力」と名付ける。

「児童・生徒の学力」においては、CS期間の主効果が有意であった（F（9，3890）＝4.01，P＜.001）。

この因子におけるCS期間ごとの平均値を表10に、グラフを図5に示す。また、Bonferroniによる多重比較の

結果を表11に示す。

１年目よりも３年目、４年目の平均値は有意に低く、最小値である。また、９年目の平均値は、２～５年

目、７年目、10年以上と比べ有意に高い（有意水準 .05）。CS期間が長い８年目が最大値であり、２～５年

目よりも有意に平均値が高いことから、CS期間が長いと学力も高いと考えられる。しかしながら、10年以上

になると平均値が下がり、有意な差があまりみられない。

表８　地域連携・協働意識とCS期間

図４　地域連携・協働意識とCS期間
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表11　学力におけるCS期間ごとの平均値の有意確率

３－５　児童・生徒の規範意識

この因子は、２の質問項目から構成されている。「児童・生徒は、規則を守っていますか」の因子負荷量

が高いことから、「児童・生徒の規範意識」と名付ける。

「児童・生徒の規範意識」においては、CS期間の主効果が有意であった（F（9，3890）＝5.59，P

＜.001）。この因子におけるCS期間ごとの平均値を表12に、グラフを図６に示す。また、Bonferroniによる

多重比較の結果を表13に示す。

最小値は２年目の平均値、最大値は８年目の平均値であり、有意差がある。また、１年目の平均値と２年

目及び４～６年目の平均値、８年目、９年目の平均値と４～６年目の平均値にも有意差がみられる（有意水

準 .05）。１年目をのぞけば、CS期間の長い８年目、９年目の平均値が有意に高いことから、CS期間の長い

学校の得点が高くなっているといえる。しかしながら10年以上の平均値は、８年目、９年目よりも下がって

おり、最小値である２年目の平均値と有意差がなくなっている。

表10　学力とCS期間

図５　学力とCS期間
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表13　規範意識におけるCS期間ごとの平均値の有意確率

３－６　コミュニティ・スクールの効果とCS期間

因子Ⅰ～Ⅴの合計を「コミュニティ・スクールの効果」（以下、CS効果）と名付ける。CS効果においては、

CS期間の主効果が有意であった（F（9，3890）＝7.78，P＜.001）。「CS効果」におけるCS期間ごとの平均

値を表14に、グラフを図７に示す。また、Bonferroniによる多重比較の結果を表15に示す。

表12　規範意識とCS期間

図６　学力とCS期間

表14　CS効果とCS期間

図７　CS効果とCS期間

−135−



表15　CS効果におけるCS期間ごとの平均値の有意確率

CS効果の平均値の最大となるのは８年目と９年目であり１～５年目と有意に差がある。したがって、概ね

CS期間が長いとCS効果は高いといえる。

４．成果と課題

教員（教諭・助教諭）を対象とした質問紙調査の統計的な分析を試みた。分析の結果から得た「学校運営

協議会機能」「児童・生徒の非認知的能力」「教員の地域連携・協働意識」「児童・生徒の学力」「児童・

生徒の規範意識」の５つの因子は、CS期間が長くなれば得点が上昇することから、コミュニティ・スクール

の効果といえる。また、「学校運営協議会機能」は、学校運営を充実に資するものである。また、「児童・

生徒の学力」「児童・生徒の非認知的能力」「児童・生徒の規範意識」は、子供の人格形成に関わるもので

あり、「教員の地域連携・協働意識」は教員の意識改革につながるものである。このように整理すると、こ

れらは学校目標に深く関わるものであることから、学校評価に資するものにもなると考えられる。

一方、CS効果は、期間が長くなれば効果が大きいと予想していた。概ねその傾向はみられるのであるが、

10年目以上となると１～５年目までと有意な差がなくなる。また、４年目に落ち込むことも見逃せない。こ

うした状況になる要因としては、学校運営協議会の中心を担う管理職の異動や委員の交代、取組の形骸化や

マンネリ化などが考えられる。そもそもコミュニティ・スクールの強みは、持続可能な教育活動を展開でき

ることであるため、大きな問題である。今後さらなる考察が必要である。

おわりに

筆者は、いくつかの学校運営協議会に関わり、児童・生徒たちの成長をみてきた。地域の行事に関わり、

積極的に取り組んだり、地域の人との共同作業を楽しんだり、普段できない体験をさせてもらったりするな

かで、子供たちが生き生きと活動する姿を見てきた。また、地域の人たちが子供からのあいさつを心待ちに

したり、子供と関わることを楽しみにボランティアに参加したりする姿をみてきた。コミュニティ・スクー

ルには確かに、子供を中心として地域住民を結び付ける力をもっていると実感している。こうした成果を多

くの人が認識すること、実感することは、学校を核とした地域づくりの促進につながるものと考える。
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